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山形県公報 第 748 号 

公    告 

 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第14項の規定により、山形県知事及び山形県企業管理者

から、令和８年７月17日に公表した監査の結果に基づき講じた措置について、次のとおり通知があっ

た。 

 令和８年10月23日 

山形県監査委員  加   賀   正   和 

山形県監査委員  小   松   伸   也 

山形県監査委員  柴   田       優 

山形県監査委員  海 老 名   信   乃   

 

監査対象機関 指 摘 事 項 措 置 の 内 容 

港湾事務所 収入の調定が適切でないもの  許可情報をデータベースに入力後、入力年度内に

調定対象として抽出されたデータに漏れ・誤りがな

いか使用許可情報と突合確認することにより再発防

止を図る。 

東北農林専門

職大学 

支出事務が適切でないもの 支払遅延の防止に向け、各研究者に対し事前手続

きの徹底について周知するとともに、管理様式の整

備により案件の進捗を把握できるようにするなど、

研究費執行管理の実効性を高めた。 

あわせて、予算管理簿に個票出力機能を追加し、

予算の執行状況を研究者と予算担当者の双方で共有

し、進捗状況を管理することとした。加えて、教員

別シートから未執行案件のみを抽出する機能を導入

し、支出漏れ等の防止を図った。 

なお、これらの個票の出力及び未執行案件一覧の

抽出にはマクロ機能を使用し、作業の省力化及び確

実性の向上を図ることで、実効性を高めた。 

村山電気水道

事務所 

関係法令等に準拠して適正に

処理されていないもの 

支払期限が近くなると警告欄に「期限間近」等と

表示されるなど、支払の日程等が一目で分かる支払

管理簿を総務課で作成する。 

それを共有フォルダに保存することで、水道・電

気・総務の各職員が支払日程を確認できるように

し、今後支払遅延が発生しないように改善を図る。 

 


